











































































































































論社、2006）。石村修「憲法の最高法規性と改正〔96 条、97 条、98 条１項〕」法
















































































































































































































































































































































































ジュリスト No.1022（1993 年５月１–15 日号）149 頁（有斐閣）
48）　樋口・前掲注（43）96 頁
49）　樋口・前掲注（43）96 頁。また、阿部照哉・池田政章・初宿正典・戸松秀典編『憲































の最高法規性を見て歩く」法学セミナー通巻 522 号（1998 年６月）94 頁参照。また、
水島朝穂「『憲法の番人』をめぐる抑制と均衡の力学」法律時報通巻 1075 号（2014






















年 89 巻５号）46 頁。石村修『憲法への誘い』16–19 頁参照（右文書院、2014）。
55）　石村「憲法尊重擁護義務と最高権力者の言葉」・前掲注（54）46 頁。他に、倉
持孝司「憲法尊重擁護義務は誰の義務か―憲法の最高法規性を見て歩く」法学セ
























































































































































69）　G.W.F.Hegel,Grundlinien der Philosophie des Rechts,Werke7,Frankfurta.
M. 1970.§265Zusatz, S.412. ヘーゲル 藤野渉 / 赤沢正敏訳『法の哲学Ⅱ』246
頁（中央公論新社、2001）


























































































る反論として、石村修「憲法尊重擁護義務・再論」専修法学論集 126 号 59 頁以下
参照（2016）
156
項対立として把握することが前提とされていた」。国家と国民との関係は、「二
項対立の関係にあるとみるのではなく、いささかの緊張関係をはらみながら
も、よりよき国家をめざして、ともに力を合わせて行動する協同関係にある
とみるべきである 75）」。
西氏が述べる憲法観に基づく国家と国民との関係は、市民法学の観点から
みれば、一面では、統治機構と国民は「緊張関係」をはらんでいるというこ
とであるので、狭義の国家概念に基づいた「統治機構に対抗する国民・市民」
像と適合的である。同時に他面では、「国家」と「国民」は、「よりよき国家」
を目指す「協同関係」を有しているということであるので、国民は統治機構
と共に、即ち広義の国家概念に基づく「国家共同体」と共に「共同的・連帯的」
な関係性を有しているという観点と適合的であると言える。
５　結語
憲法 99 条の憲法尊重擁護義務は、条文の文言に「国民」が含まれていな
いため、その解釈をめぐる論点になっている。この点、大きく言えば、国民
は憲法尊重擁護義務を負わないとする立場と国民も負うとする立場とが対立
している。前者の立場は、憲法規範は法律と異なり、国民が「統治機構の担
い手」に対して宛てた規範であるので、統治機構の担い手が尊重擁護義務負
うべきものであって、国民が負うものではないとする。後者の立場は、国民
は主権者であり憲法制定者である故に、当然にこれを負うものであるとする。
即ち、憲法制定者である故に、当然に憲法一般の規範が国民に内在するとい
うことから、99 条に国民の文言はないというものである。
この違いは、憲法観の違いとなって表れてくる。即ち、近代立憲主義に基
づく憲法観と、これを一面では認めつつも、他面では絶対王政からの解放を
目指した時代の古い憲法観であると批判的である。なぜなら、この憲法観の
75）　西・前掲注（５）135 頁。こうした見方に対して反対論もある。例えば、有倉遼吉『憲
法秩序の保障』６–７頁参照（日本評論社、1969）。
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違いは、国家と国民との関係性をどのように捉えるのかということへ関連し
てくるからである。即ち、近代立憲主義に基づく憲法観からは、国家（統治
機構）と国民との関係性は「対立的・対抗的」的な関係性が全面に出てくる。
これに対して批判的なのは、国家と国民との関係性は、一面では「統治機
構」に対して「対立的・対抗的」な関係性を維持しつつも、これが全面的な
関係ではなくて、他面では「統治機構と国民」は「協同的（共同的）・連帯的」
関係性を有して、よりよき「国家共同体」を形成すべきであると考えるから
である。加えて、これらのことは、「国家」をどのように認識し、捉えるの
かという国家論の問題へと導かれる。
これを市民法学の観点にあてはめてみると、国家は上述したように「統治
機構」（狭義の国家）と「国家共同体」（広義の国家）概念が考えられる。前
者と国民との関係は、「対抗と参加」という原理的な関係性を有している。従っ
て、近代立憲主義の憲法観は一面では非常に重要な観点を有している。なぜ
なら、「統治機構」は強力な権力を有している故に、重大な権利侵害を起こ
す可能性のある主体であるからである。それ故に、国民は統治機構と「対抗
関係」を有しているとの視点は保持しなければならない。しかしながら、同
時に他面では、「統治機構」は国民の権利擁護の強力な主体でもある。従って、
その「統治機構と国民」は「共同的・連帯的」な関係性を有してもいる視点
も保持しなければならない。一見相対立するかにみえるこれらの両視点は、
国民の生命・自由・幸福追求等を支えていくという点で全く同じ方向を向い
ている。こうして「統治機構」と「国民」は、「よりよき国家」を目指すと
いう点で、同じ理念を共有しているとみるべきである。ここで「よりよき国
家」という場合の国家とは、「統治機構」だけを指すものではない。「統治機構」
と「市民社会」、「家族」を含めた「国家共同体」をよりよきものとすることが、
国民の生命・自由・幸福追求等に資するという意味を含むものと考える。
以上のように考えるとすれば、「国家の基本法としての憲法」の「国家」とは、
「統治機構」だけではなく―もちろん憲法学にとって「統治機構」は最も重
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要な対象である―「国家共同体」をも含まれると考えるべきであろう 76）。そ
して、「統治機構の担い手」は私たちの代表者、奉仕者であり、国民は彼ら
を通じて行動するのである。従って、憲法前文にあるように、「統治機構の
担い手」と「国民」とは同じ国家の目的・理念を共有しているはずであるから、
国民は憲法尊重擁護義務（通説では倫理的・道義的義務）を有していると考
えるべきではないだろうか。
最後に、憲法尊重擁護義務を負うのは誰なのかという議論は、憲法をどの
ようなものとして捉え、これを教え伝えていくのかという重要な問題に関わ
る事柄である。即ち、この日本国を担う次世代の子供たちや若者たち等に、
この憲法は「統治機構の担い手」のみ尊重擁護義務があると教えるのか、「統
治機構の担い手」と共に「国民」も尊重擁護義務を有していると教えるのか、
これは大きな違いであるであろうと考える。憲法尊重擁護義務に関する論点
は非常に多くの詳細で重要な論点を有する問題である。本稿では、特にこの
義務を負う「主体」に関する論点に絞り、これを市民法学という観点を取り
入れて考察していったものである。
76）　「戦後の憲法学において国家論の軽視がひとつの傾向をなしているが、こうした
なかでも少数の論者によって国家論の重要性が主張されてきた。『国家』を論ずる
場合、『共同体としての国家』と『権力機構としての国家』を区別する必要がある」。
「現代の日本において必要なことは、なによりもまず、共同体としての国家の意義
を客観的に見直すことにあるのではないかと思われる」。長尾・前掲注（７）161 頁、
165 頁
